
令和８年６月９日  

教 育 総 務 課  

 

 

令和８年度世田谷区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の 

点検及び評価の実施について（第２回） 

 

 

１ 点検及び評価項目 

  

基本方針 取組み項目 

２ 地球の一員として行動 

する 

２－１ グローバル人材の育成・国際理解教育の推進 

２－２ 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進 

２―３ 社会の担い手の育成（再掲） 

 ※再掲分については、１－３で点検評価を実施済み 

４ 共に学び成長し続ける 

４－１ 家庭・地域との学びの連携 

４－２ 地域で支える教育活動の推進 

４－３ 生涯学習・社会教育の充実 

４－４ 地域の教育力の活用 

４－５ 地域社会との協働 
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取組み項目２－１  グローバル人材の育成・国際理解教育の推進  

№８（取組み項目２－１）  グローバル人材の育成・国際理解教育の推進  

所  管  課  教育指導課、学務課  

現
状
と
課
題 

国内外の学術、文化、経済など様々な分野でのグローバル化が一層進んでいます。   

児童・生徒は、国籍や文化の違い等に関わらず、あらゆる人々が互いの人権を尊重し合い共に力

を合わせて生活する共生社会の担い手になることから、世界を視野に英語力を基礎とした自己

を確立しつつ他者を受容しうる資質・能力を身につける必要があります。 

児童・生徒の英語による実践的なコミュニケーション能力の育成とともに、様々な国や地域の

人々との交流や多様な文化に触れる機会を通して、語学力のみならず、相互理解や価値想像

力、社会貢献意識などを高め、日本人としてのアイデンティティを持ちながら、地球規模の視野

をもち、グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材を育成することが大切

です。【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】   

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  

２－１－①英語教育の推進  

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

実践的な 

コミュニケ

ーション能

力の育成  

取組み 

内容  

急速に進展する国際化を踏まえ、児童・生徒が英語に親しみながら、多様な手法により

英語による実践的なコミュニケーション能力の育成を図る。 
 

令和７年度

の成果  

小・中学校のＡＬＴを外国語以外の授業や特別活動で活用できるようにすることによ

り、英語による実践的なコミュニケーション能力の育成を図った。 

国際理解教育推進の事業実施方針及び姉妹都市交流派遣対象を含めた今後の考え

方をまとめ、検討した。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

「国際理解教育」の大きな２つの要素である「英語教育」及び「体験活動」について、児

童・生徒の成長と教育目標の段階にあわせ、より多くの児童・生徒が英語によるコミュ

ニケーション能力を使い、世界という視野で学べるよう推進していくため、事業実施及

び引き続き検討を行う。 

 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  

各小 ・ 中学

校の英語教

育の支援  

取組み 

内容  

国際的な視野を広め、国際理解を深める教育を推進するため、外国人英語教育指導

補助員（ＡＬＴ）の配置や英語活動支援員の派遣、英語体験出張教室を実施することに

より各小・中学校の英語教育の支援に取り組む。 

 

令和７年度

の成果  

区立小学校の第１・２学年には外国語活動を独自に教育課程に位置づけＡＬＴを年間

１０時間、第３・４学年には年間３５時間、区立中学校には１学級あたり９日、ＡＬＴとは

別に、区立小学校の５・６年生に英語活動支援員を１学級あたり年間３５時間配置す

ること、また、全区立小学校各校６１校にて、在籍する全教員を対象に小学校英語活動

に関する校内研修を実施することで、各小・中学校の英語教育の質の向上に取り組ん

だ。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

小学校高学年へのＡＬＴ配置拡充のほか、英語における文法等に加え、話すということ

に重点を置いた授業時間数の増加や指導方法を強化し、小・中学校において、連続性

をもってコミュニケーション能力の醸成に取り組んでいく。実践的な会話練習に重点を

置き令和８年度より実施するオンライン英会話及びＡＩ英会話により、外国人と会話を

することへの不安感や抵抗感を軽減し、学習意欲の向上やスピーキング・リスニングス

キルの向上を図る。 

 

令和７年度

決算額  
２８５，８７４千円  

令和８年度  

予算額  
５７９，５９５千円   

ス ピ ー キ ン

グ テ ス ト の

活用研究  

取組み 

内容  

より実生活に即した実践的な聞く力及び話す力の習得を支援するためのスピーキング

テストの活用について研究する。 
 

令和７年度

の成果  

各小・中学校の英語教育の支援に取り組み、より実生活に即した実践的な聞く力及び

話す力の習得を促した。 
 

課題と 

今後の 

方向性  

全中学校で英語の授業中にオンラインで１対１の英会話ができる仕組みを導入するな

どし、「話すこと」の言語活動を充実させることに取り組む。 
 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  
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２－１－②国際理解教育の推進  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

世界の人々

と共に生き

ていくこと

のできる資

質・能力の

基礎を醸成

する取組み

の推進  

取組み 

内容  

国際化の進展に対応し、異文化の理解・多文化共生の考え方に基づき、様々な国や地

域の人々との交流や多文化に触れる機会を拡充するなど、児童・生徒の国際理解を深

め、世界の人々と共に生きていくことのできる資質・能力の基礎を醸成する取組みを推

進する。 

 

令和７年度

の成果  

子どもたちが、英語を母語とする外国人などとの交流を通して、楽しみながら、生きた

英語や多様な文化に触れることができる場として、区立小学校の４年生の児童に対し

て「英語体験出張教室」を各小学校の体育館等で実施し、児童・生徒の国際理解を深

める機会を確保できた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

より多くの児童・生徒に事業への参加の機会を確保するため、国内における事業のバ

ランスを考慮しながら、派遣に限らない英語を用いたコミュニケーションの実践の場とし

ての「体験活動」の機会の拡充に取り組む。 

 

令和７年度

決算額  
１７，１９５千円  

令和８年度  

予算額  
１８，１３８千円   

海外派遣・

受入事業

の実施  

（教育指導

課、生活文

化政策部

文化・国際

課対応）  

取組み 

内容  

姉妹都市との交

流 、姉妹都市以

外の検討  

検討結果を踏ま

えた事業実施  
実施  実施  実施   

実績  方針の検討  
新規派遣先の決

定及び実地踏査  
       

令和７年度

の成果  

姉妹都市教育交流派遣として、小学生はオーストラリアのバンバリーに１４名、オースト

リアのウィーンに１６名、中学生はオーストラリアのバンバリーに１４名を派遣した。また、

姉妹都市教育交流受入として、オーストラリアのバンバリーから小学生を１６名受け入

れた。全区立小・中学校に報告書の提供及び報告会の動画配信をするとともに、派遣

した児童・生徒が在籍する学校には、朝礼等で報告の時間を設けてもらうなどして、参

加できなかった児童・生徒とも体験を共有できるよう取り組むとともに、派遣への参加

が決定した児童・生徒にも前年度の報告会の動画配信の視聴を案内し、体験活動への

動機づけの一助とした。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

児童・生徒の知識・体力等に合った体験活動とするため、海外派遣事業の対象を中学

生とし、国際的な視野と自ら主体的に行動できる行動変容を促す。また、海外派遣先

を拡充し、派遣先に応じたテーマ性をもたせ、探究的に学ぶことで、単なる知識ではな

く、自分ごととして捉え、深められるような海外体験とする。 

 

令和７年度

決算額  
４５，２２８千円  

令和８年度  

予算額  
９２，３２９千円   

国内での

体験事業

等の実施  

取組み 

内容  

体験機会拡充の

検討  
機会の拡充  実施  実施  実施   

実績  方針の検討  方針の決定         

令和７年度

の成果  

海外の小・中学生と区立小・中学校の児童・生徒がオンラインでリアルタイムに交流す

るオンライン海外交流プログラム、テンプル大学と連携した「日本でできる国内留学プ

ログラム」を実施し、児童・生徒の国際理解を深める機会を確保できた。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

より多くの児童・生徒に事業への参加の機会を確保するため、国内における事業のバ

ランスを考慮しながら、派遣に限らない英語を用いたコミュニケーションの実践の場とし

ての「国内体験活動の充実」に取り組むため、令和８年度より新たに、「国内ホームステ

イ」や「国内英語謎解きまち歩き」を実施する。 

 

令和７年度

決算額  
５，４８６千円  

令和８年度  

予算額  
１１，７２１千円   
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２－１－②国際理解教育の推進  

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  

教 育 総 合

センターに

おける英語

体験プログ

ラムの実施  

取組み 

内容  

実施  

(英語教室授業

数５３コマ）  

実施・検証  

(英語教室授業数

５３コマ）  

拡大・充実の上で

実施  

(英語教室授業数

５６コマ）  

実施・検証  

(英語教室授業数

５６コマ）  

実施・検証  

(英語教室授業

数５６コマ）  

 

実績  

実施  

(英語教室授業

数５０コマ及びタ

ブレット３台の試

行設置）  

実施  

(英語教室授業数  

５１コマ及びタブレ

ット３台の運用）  

       

令和７年度

の成果  

乳幼児の親子を対象に委託事業により２２回、小学生以上を対象にテンプル大学との

連携により２９回英語教室を実施した。また、センター来館者が自由に英語に触れられ

る環境として、区民交流エリアに試行設置したタブレット３台を引き続き運用し、リスニ

ング・スピーキングをゲーム感覚で学べる機会を提供することで、英語・異文化理解へ

の興味関心の喚起に寄与した。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

教育総合センターでの英語教室については、参加者が近隣地域に偏る傾向があるほ

か、小学校高学年から中学生では、塾・部活動等の影響により定員に達しない場合が

ある等の課題がある。また、高校生以上では、参加者の約６割がリピーターとなってお

り、新規の参加者が伸びにくい状況となっている。 

令和８年度からは、学校での英語教育の充実、海外派遣・受入事業や国内体験事業の

拡充に重点を置くことから、教育総合センターでの英語教室は廃止する。代わりに、主

な来館者層である乳幼児〜小学生を中心とした幅広い年齢層が楽しめる英語図鑑を

新たに設置し、タッチペンを活用したリスニング等、視覚と聴覚の両面から英語への興

味関心を高める常設コンテンツとして運用していく。 

 

令和７年度

決算額  
３，９３２千円  

令和８年度  

予算額  
１－２－⑤（※２）に含む  

２－１－③日本語支援及び生活基盤の充実  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

帰国 ・外国

人児童・生

徒を対象と

した教育や

相 談 指 導

の充実  

取組み 

内容  

帰国・外国人教育相談室及び指導支援校（上北沢小・八幡小・千歳小・梅丘中）の連

携のもと、帰国・外国人児童・生徒を対象とした教育や相談指導について子ども達の

状況に応じた充実を図り、補習教室や訪問指導などを着実に実施する。 

 

令和７年度

の成果  

区内外国人、区立学校へ通学する児童・生徒とも増加し、それに伴い、帰国・外国人教

育相談室を利用する児童・生徒も大幅に増加している。学校生活全般に関わる教育相

談の対応から、日本語補助員を在籍校に派遣して集中的に日本語の個別指導に当た

る延べ４，４２８時間の初期指導や、日本語、そして各教科を学ぶ補習教室等を行っ

た。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

これ以上在籍数が増加すると、質を保った指導の継続が困難となる。また、梅丘中学

校に通いづらい児童・生徒もいることから、帰国・外国人教育相談室の地域展開を実

施していく。 

 

令和７年度

決算額  
１６，６５３千円  

令和８年度  

予算額  
１６，５１４千円   

通訳の 

派遣  

取組み 

内容  

外国人の児童・生徒の保護者に対して、通訳を派遣し、学校生活を行う上で、必要な

事項等、子どもの教育指導に関わる話し合いを円滑に進める。 
 

令和７年度

の成果  

区立小・中学校では、就学児の面談や入学後の学校生活の様子から日本語での学習

に支援が必要か判断し、梅丘中学校内に設置している帰国・外国人教育相談室と連

携して、児童生徒が充実した学校生活を送れるよう支援している。令和７年度は、保護

者を対象に延べ３６５時間の通訳派遣を行った。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

区立小・中学校では、日本語が分からないことから起こる学習や生活でのトラブルなど

に直面したり、生活環境の急激な変化により、いろいろな悩みや不安、戸惑いを持ちな

がら日々を過ごしている方も少なくない。引き続き、海外から帰国した児童生徒、また

は来日した外国人の児童生徒の保護者に対し、通訳を派遣し、支援する。  

 

令和７年度

決算額  
１，１６０千円  

令和８年度  

予算額  
１，９４６千円   
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２－１－④教科「日本語」の取組み  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

教科「日本

語」のあり

方検討  

取組み 

内容  

日本人が培ってきた言語文化や感性をもとにした見方・考え方を働かせ、日本語の響

きやリズムを楽しみ美しさを味わう活動や、日本文化や人々の生き方等について深く考

えたり伝え合ったりする活動を通して、様々な課題を自ら見付け、解決する力、他者を

理解し自分を表現する豊かなコミュニケーションの力、そして、それらの基礎となる「こと

ばの力」を育成する取組みを推進する。また、今後の学習指導要領の見直しに合わせ

て、教科「日本語」のあり方の検討を行う。 

 

令和７年度

の成果  

教育課程検討委員会において、国の学習指導要領改訂の流れを踏まえ、世田谷区の

教育全体の方向性と併せて、教科「日本語」の在り方を検討した。 
 

課題と 

今後の 

方向性  

令和８年度より世田谷区教育検討委員会を設置し、今後の世田谷の教育の方向性及

び質の高い探究的な学びの実現の２つの視点で、教科「日本語」の今後の在り方につ

いて検討する。 

 

令和７年度

決算額  
１７，３１３千円  

令和８年度  

予算額  
１８，７９２千円   

< 学校からの意見など ＞  

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

各学校における外国語活動・外国語・英語の授業及び特別活動等における外国語活動

をＡＬＴの派遣により充実させた。令和８年度からは、小学校から中学校まで９年間の系統

的な取り組みとして、学年に応じた「体験活動」と「英語教育」の要素を充実することで国

際理解教育をより一層推進していく。  

また、教育総合センターによる英語体験プログラム等の実施により、児童・生徒の興味に

合わせた体験を提供した。今後も教育課程内外で児童・生徒が英語による実践的なコミュ

ニケーションを行う取組の拡充について検討・実施する。  

帰国・外国人児童・生徒を対象とした日本語指導や相談について、帰国・外国人教育相

談室の機能を活用し、子ども達や家庭の状況に応じて対応した。区内外国人の増加に伴

い、帰国・外国人教育相談室の地域展開を実施していく。 

教科「日本語」については、令和８年度より世田谷区教育検討委員会を設置し、今後の

在り方について検討する。 
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取組み項目２－２  持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進  

№９（取組み項目２－２）  持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進  

所  管  課  教育指導課  

現
状
と
課
題 

ＥＳＤ (持続可能な開発のための教育 )は、気候変動、生物多様性の喪失、資源の枯渇、貧困の

拡大等、人類の開発活動に起因する様々な問題を自らの問題として主体的に捉え、人類が将来

の世代にわたり恵み豊かな生活を確保できるよう身近なところから取り組むことで、問題の解決

につながる新たな価値観や行動等の変容をもたらし、持続可能な社会の実現を目指して行う学

習・教育活動です。 

しかし、学校現場ではどのような学習活動を行えばよいのかについて十分な情報がないなど、体

系的・継続的な学習がなされず、ＥＳＤ的な活動を行っているにも関わらず、ＥＳＤの目指す資

質・能力の育成につながらないなどの課題があります。 

また、ＥＳＤの原則や価値観の共有、教員の専門性を高めるような研修、さらに実践的な指導事

例の蓄積が出来ていない点や地域社会と連携した体制の整備も課題となっています。今後、こ

れら課題への取組みが、ＥＳＤ教育の効果的な普及と実践につながると考えられます。 

【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】  

 

 

 

 

 

 

 

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  
 
 

２－２－①環境・エネルギー教育の推進  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

人 間 性 を

育 む 教 育

の取組み 

取組み 

内容  

日々の学習活動や学校生活の中で「地球環境に配慮した行動」を自主的・主体的に実

践できるよう、自律心、判断力、責任感などの人間性を育む教育に取り組む。  
 

令和７年度

の成果  

各小・中学校の社会や理科など教科等の学習を通して、児童・生徒が地球環境に関す

る内容について理解し、考えた。 

教員向けにＳＴＥＡＭ教育研修を実施し、児童・生徒が現代社会にある課題を解決する

力を育む教育について全小・中学校から１名ずつ参加して学び、各校へ還元した。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

小・中学校において、学習指導要領に基づき、各教科の学習や総合的な学習の時間等

を通じて、地域や世界の環境問題に対して自主的、自律的に関わっていくための資質・

能力を育成する。 

 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  

「関わり」と

「つながり」

を尊重でき

る個人を育

む教育の取

組み 

取組み 

内容  

他人や社会との関係性、自然環境との関係性を認識し「関わり」と「つながり」を尊重で

きる個人を育む教育に取り組む。 
 

令和７年度

の成果  

小・中学校で実施する「特別の教科道徳」の内容項目、「自然愛護」において、人間と自

然の関わりに関心をもち、自然を大切にしようとする実践意欲を育成した。  
 

課題と 

今後の 

方向性  

今後も道徳科の内容項目「自然愛護」において自然環境等について考えさせるととも

に、公徳心、社会参画、郷土愛など他の内容項目とも関連させ、児童・生徒が身の回り

や世界の環境について自分の問題として考えられるようにする。 

 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  

環 境 ・ エ ネ

ルギー教育

の更なる推

進 （ 教 育 指

導 課 、環 境

政策部気候

危 機 対 策

課、清掃・リ

サ イ クル部

事 業 課 対

応）  

取組み 

内容  

環境・エネルギー教育の更なる推進に向け、研究協力校による取組みへの支援や教員

へのＥＳＤ研修の充実を図る。 
 

令和７年度

の成果  

ＥＳＤをテーマとした研究協力校の取組みについて、合同発表会において区内に広く発

信し、各学校の具体的な取組みにつなげた。都の研修「カーボンハーフ」へ参加した。ま

た、気候危機対策課が実施する「環境出前授業」の内容の充実に協力し、大学生等の

「環境への高い意識もつ若者」が、さらに次の世代となる児童へ地球環境について伝

え、生活の身近なテーマを題材に、地球環境のことを学ぶ環境出前授業を希望校５校

で行った。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

清掃・リサイクル部事業課が作成する、小学校４年生向けのごみの減量やリサイクルに

関するリーフレット「できることからごみへらし！」の作成に協力し、授業で活用する内

容の充実を図るなど、関係機関と連携し、環境・エネルギー教育の推進を図る。  

 

令和７年度

決算額  
３，０９３千円  

令和８年度  

予算額  
３，０４３千円   

２－２－②キャリア・未来デザイン教育の推進【重点取組み】※再掲１－２－①を参照  
 

２－２－③防災・安全教育の推進※再掲１－６－②を参照  
 

２－２－④地域と連携した児童・生徒の安全対策の推進※再掲１－６－③を参照  
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< 学校からの意見など ＞  

 

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

小・中学校の各教科等の授業において、学習指導要領に基づき、自然や環境問題につい

て児童・生徒が考え・理解できるよう取り組むとともに、ＥＳＤをテーマとした研究協力校の

取組みについて、合同発表会において区内に広く発信し、各学校の具体的な取組みにつな

げた。 

今後は、関係機関とも連携を図りながら、児童・生徒が、日々の学習活動や学校生活の

中で「地球環境に配慮した行動」を自主的・主体的に実践できるよう、省エネルギー、省資

源、リサイクル、美化・緑化等の活動に取り組むなど、環境・エネルギー教育の更なる推進に

取り組んでいく。 
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取組み項目４－１  家庭・地域との学びの連携  

№１６（取組み項目４－１）  家庭・地域との学びの連携  

所  管  課  生涯学習課、乳幼児教育・保育支援課  

現
状
と
課
題 

家庭は子どもの健全な育成を支える教育の起点です。親同士や親と地域との関わりが薄れ、親

が子育てを学ぶ機会や子育てを助け合う機会の減少により孤立した子育てや子どもの貧困は

深刻化しています。ＰＴＡ、地域、学校が連携しながら家庭教育を見守り支える取組みが必要で

す。 

ＰＴＡによる家庭教育学級や乳幼児の保護者を対象とした講座・ワークショップなど、親が学

び、交流することのできる機会の提供や情報の発信、子育て不安軽減のための地域と連携した

相談対応など、家庭の教育力・養育力の向上を図るため支援の充実が求められます。  

【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】  

 

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  
 
 

４－１－①家庭教育への支援  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

動画配信・

情報発信

の充実  

取組み 

内容  

家庭での教育に有用な講演会や社会的な関心が高く、誰もが学びやすいテーマを設定し

て作成した動画を配信する。また、各所管課が実施する家庭教育に関する事業をとりま

とめたデータベースを更新・充実して、情報発信に取り組む。 

 

令和７年度

の成果  

保護者のニーズや直面する課題を意識した動画作成とするため、区が推進する子どもの

権利条例をテーマに設定した。また、構成を工夫し、保護者目線と専門家の視点による

対談形式で制作し、これまで以上に視聴しやすく理解しやすい内容となるよう改善を図

った。また、各所管課で実施する家庭教育に資する事業を取りまとめ、区ホームページ等

で引き続き情報発信を行った。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

動画配信は家庭教育に関する情報提供の手段として有効である一方、区民への認知が

十分とは言えない状況がある。今後は、関係団体等との連携を図りながら周知方法の工

夫・強化を行い、より多くの保護者に視聴してもらえるよう、効果的な情報発信に取り組

んでいく必要がある。 

 

令和７年度

決算額  
４８４千円  

令和８年度  

予算額  
２７９千円   

保 護 者 が

学 び合 い

育 ち 合 え

る機 会 の

提供  

取組み 

内容  

各ＰＴＡが実施するこれまで対面を基本としていた家庭教育学級について保護者のニー

ズや社会状況の変化に応じてＩＣＴを活用したオンライン開催など、連携して運営方法を

適宜見直しながら、多くの保護者が学び合い育ち合える機会を提供する。 

 

令和７年度

の成果  

昨年度の課題を踏まえ、少人数でも開催しやすいよう区が作成した家庭教育動画の活

用を引き続き提案した。また、契約事務の負担軽減を図るため、従来紙で提出していた

一部書類について電子申請が可能となるフォームを作成し、実施団体の手続きの簡素化

に取り組んだ。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

近年、ＰＴＡ活動の縮小傾向などにより、家庭教育学級の実施環境は変化している。こう

した状況を踏まえ、より実施しやすく、また実施する意義を感じてもらえる事業となるよ

う、実施方法や支援のあり方など、制度の仕組み自体の見直しについて検討していく必

要がある。 

 

令和７年度

決算額  
２，４３１千円  

令和８年度  

予算額  
７，０９８千円   
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４－１－②家庭の教育力向上のための支援  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

家庭教育・  

子育て支

援講座  

取組み 

内容  
年６回  年６回  

年８回  

検討結果を踏ま

えた取組み 

年８回  年８回   

実績  

年４回  
充実に向けた検討

及びプロポーザル

実施  

年１０回         

令和７年度

の成果  

昨年度まで別々に実施していた、保護者向け講座と親子で参加できるワークショップを

統合し、プロポーザルで選定した新規事業者により、会場参集型で９回、会場オンライン

併用型で１回の計１０回のイベントを開催した。毎回定員を超える申し込みがあり、今年

度も引き続き保護者のニーズに沿ったテーマで事業を実施することができた。  

昨年度から実施している子育て支援や乳幼児教育の基本的なライフスキルの向上といっ

たものに加え、新たに子どもの非認知能力の向上というテーマに基づく講座・ワークショ

ップを実施することで、子どもの豊かな将来につながる取組みを行った。 

今年度からは委託事業者に参加者アンケートの収集・分析を任せることで、参加者の感

想や求めていることが直接事業者に伝わり、次のイベントに向けた準備や実施方法・内

容の改善に活かされていた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

保護者のニーズに沿ったテーマで実施できている一方、内容の満足度が高いものほど、

様々な地域での開催を求められている。現状、会場参集型の場合教育総合センターのみ

で実施しているが、一部イベントは各地域で開催する等、区内全域の保護者が参加しや

すい方法を検討する。 

あわせて、今年度はオンラインでの実施が 1 回のみだったため、体を動かすワークショップ

は会場参集、座学的な講座はオンラインなどテーマにあった開催方法を使い分けること

で参加者の負担軽減を図る。 

また、次年度の企画検討時には、より保護者同士が交流しやすくなるような工夫を事業

者と協議する。 

 

令和７年度

決算額  
２，３４５千円  

令和８年度  

予算額  
２，３４５千円   

外部人材

を活用し

た相談対

応  

取組み 

内容  
月１回  月１回  

月１回  
充実に向けた検討  

月１回  

検討結果を踏まえ

た取組みの実施  

月１回   

実績  年１０回  年１０回         

令和７年度

の成果  

今年度から家庭教育・子育て支援講座の実施体制が変わり、講座終了後に事業者がフ

ァシリテーターとなって参加者同士の交流会を行った。事業者には保育士もいるため、子

育てに関する悩み相談の場にもなった。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

家庭教育・子育て支援講座において、子育てに関する悩みを相談できる機会を設けるな

ど、イベントと相談を一体的に実施することで、保護者が子育ての楽しさを実感するとと

もに、不安の軽減を図る。 

また、年間を通して、保育士資格を有する絵本専門士による絵本の読み聞かせを実施

し、終了後には当該専門士を交えた保護者同士の交流会を開催する。 

 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
６０千円   

< 学校からの意見など ＞  

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

少子化や共働き世帯の増加などを背景に、家庭や地域における繋がりの希薄化が進む

中、ＰＴＡと連携した家庭教育学級や乳幼児保護者向け講座の実施、保護者同士の交流機

会の創出に取り組んだ。加えて、保護者の関心や実情を踏まえた講座内容の工夫や、開催

方法の見直しにより、参加しやすい環境づくりと負担軽減を図り、継続的な支援に繋げた。  

一方で、社会環境の変化に伴い、多様化・複雑化する保護者ニーズへの対応や、孤立しや

すい家庭への支援の必要性は高まっている。今後は、情報提供の手法を工夫しつつ、参加機

会の拡充とさらなる内容の充実を図り、より多くの家庭に届く支援を推進する。  
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取組み項目４－２  地域で支える教育活動の推進  

№１７（取組み項目４－２）  地域で支える教育活動の推進  

所  管  課  地域学校連携課、生涯学習課、教育指導課  

現
状
と
課
題 

子どもの健やかな心と体を育むためには、学校、家庭、地域がそれぞれの役割を担い、相互に連

携・協力しながら、学校を拠点とした地域コミュニティをさらに醸成していくことが必要です。 

各学校では、学校運営委員会、学校支援地域本部、学校協議会やＰＴＡなど保護者や地域の

方々の協力を得て、学校と地域が連携しながら特色のある取組みを行うなど、地域とともに子

どもを育てる教育を推進しています。今後も、質の高い教育の一層の推進に向けて、学校と地域

の更なる連携が必要です。 

【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】  

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  
 
 

４－２－①学校と地域が連携する取組みへの支援  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

情報提供な

どの支援  

取組み 

内容  

「学校運営委員会」、「学校支援地域本部」、「学校協議会」の３つの仕組みが、学校と

地域にとってより有効な取組みとなるよう、学校や参加者の負担軽減や運営の工夫

に関する情報提供などの支援を行う。また、学校と地域がより一層の連携を図りなが

ら、地域全体が継続的・安定的に学校を支え、地域とともに子どもを育てる教育を推

進する。 

 

令和７年度

の成果  

学校運営委員会や学校支援地域本部が、学校と地域の負担を軽減し、双方にとって

より有効な仕組みになるよう検討し、新たな体制に関する保護者や地域等関係者へ

の意見募集、ワークショップを実施した。また、既存の学校を地域で支える仕組みが、

より地域特性を生かした位置付けとして機能できるよう、いただいた意見も参考にし

ながら地域や学校の負担軽減を図りつつ、体制の見直しに向けた検討・再構築を行っ

た。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

地域運営学校の新たな体制の運用にあたり、教育委員会職員が学校運営協議会へ

出席し、学校運営協議会における議論のあり方や内容等を把握し、支援のあり方を検

討するとともに、運営に関する視点や注意点等をまとめ、各校が効率的かつ効果的に

実施できるよう、支援を行う。 

 

令和７年度

決算額  
３１，８３５千円  

令和８年度  

予算額  
９１，４７０千円（※１）   

組織統合化

の検討  

（ 学 校 運 営

委 員 会 ・ 学

校支援地域

本 部 ・ 学 校

協議会）  

取組み 

内容  
課題の聴取  課題の検討・調整  統合化の実施  ― ―  

実績  
現状把握・  

学校意見確認  

関係者等意見聴

取・体制の構築  
       

令和７年度

の成果  

学校、地域等の意見も踏まえながら、学校を支える仕組みの整理・統合を行い、令和

８年度に向け新たな体制の構築を行った。 
 

課題と 

今後の 

方向性  

「学校運営委員会」「学校関係者評価委員会」「学校協議会」「学校支援地域本部」

の会議体や機能を整理・統合し、「学校運営協議会」とした。今後、持続可能な運営

体制を構築し、「地域コミュニティづくりに貢献できる学校」を目指すために、伴走支

援を行っていく。 

 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  
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４－２－②ＰＴＡ連合体への支援  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

ＰＴＡ活動の

充実  

取組み 

内容  

ＰＴＡの活動を充実させるため、ＰＴＡ連合体が主催する各種研修会の手法や内容等

を毎年度改善しながら実施できるよう、ＰＴＡ連合体と連携して取り組む。  
 

令和７年度

の成果  

ＰＴＡ連合体と連携し、ＰＴＡの成り手が不足している中でも各種研修の実施や情報

共有を通じて活動の活性化を図った。また、要綱改正により押印を廃止し、書類手続

きの簡素化を進めることで、ＰＴＡの事務負担軽減と継続的に活動しやすい環境整備

を推進した。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

ＰＴＡ活動の担い手不足が続く中、不安定な活動の継続が課題である。今後は各校や

ＰＴＡ連合体との連携を一層深めるとともに、負担軽減の視点を踏まえた支援を継続

し、無理なく参加できる環境づくりを進めていく。 

 

令和７年度

決算額  
１，２３４千円  

令和８年度  

予算額  
２，９８４千円   

ＰＴＡ連合体

への支援の

充実  

取組み 

内容  

ＰＴＡが社会環境の変化に対応し、実情に合った活動ができるよう、ＰＴＡ連合体に対

し、全国のＰＴＡ活動に関する先進事例や改善事例を情報提供するなど、ＰＴＡの自

主的な活動を支えるＰＴＡ連合体への支援を充実する。 

 

令和７年度

の成果  

広報・啓発事業として、ＰＴＡ連合体と連携し、新一年生保護者向けリーフレット作成

に関わる助言を行い、ＰＴＡ活動の理解促進を図った。また、定期的に開催される会

議にオブザーバーとして出席し、必要に応じた助言を行うことで、主体的な活動の推

進を支援した。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

ＰＴＡ活動の担い手不足が続く中、継続的な活動の確保が課題である。引き続き、補

助金を含めた事業運営について、団体の規模や実情に応じた適切な予算案策定に向

けた助言を行うなど、持続可能な活動の実現に向けた支援を継続する。  

 

令和７年度

決算額  
１，７８２千円  

令和８年度  

予算額  
１，  ２００千円   

４－２－③各種団体への支援の充実  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

地域の活動

団体の組織

強化  

取組み 

内容  

おやじの会など学校活動を支える地域の活動団体の組織強化を図るために必要な指

導助言を行い、より充実した活動ができるよう団体運営を支援する。 
 

令和７年度

の成果  

おやじの会やＰＴＡなど、令和６年度に築いた横のつながりをさらに発展させ、社会教

育主事が定例会合への同席や個別相談の伴走支援を継続した結果、「身近な相談窓

口」としての認知が徐々に広げることができ、活動団体の組織強化につながった。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

次年度に向けては、社会教育主事による伴走支援をより一層進め、様々な機会を通

して活動団体の成功事例を継続的に発信し、組織の体制強化につなげる。  
 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  

連 携 ・ 協 働

による地 域

のネットワー

ク強化  

取組み 

内容  

団体間との連携・協働による地域のネットワークを強化し、地域の課題解決に向けた

体制の構築を図る。 
 

令和７年度

の成果  

「おやじの会情報交換会」が各おやじの会をつなげる機会となり、活動資金やイベント

運営に関する情報共有に加え、共同企画の実施が実現する等、各おやじの会の運営

力が向上するとともに、ネットワークの土台が強化された。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

各団体の担い手の固定化と次世代役員育成の遅れ、団体間の力量差による連携の

温度差等が課題である。今後は、共催している実行委員会の場などを活用し、社会教

育主事が身近な相談窓口かつコーディネーターとして伴走し、各団体の活動状況や課

題に応じた団体間の連携を行うとともに、地域のネットワークが継続できるよう適切

に指導助言する。 

 

令和７年度

決算額  
― 

令和８年度  

予算額  
―  
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４－２－④区立学校の魅力アップ  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

特色ある

学校づく

り推進事

業の充実  

取組み 

内容  

キャリア教育や探究的な学びの充実、「学び舎」ごとの特色ある取組み等、各学校の主体

的な取組みを支える特色ある学校づくり推進事業の充実を図ることで、各学校及び「学

び舎」の魅力となる教育活動を推進する。 

令和７年

度の成果  

学校長のリーダーシップに基づき、区立小・中学校の児童・生徒の実態や地域の実情に

応じた創意工夫を生かした建築士やＪ ＩＣＡ職員による講演などの特色ある教育活動を

支援することにより、地域に開かれた特色ある学校づくりの推進に取り組んだ。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

各校の年間事業計画に基づき実施する事業を集約することにより、各校の裁量により、

より主体的な事業運営ができるようにする。 
 

令和７年

度決算額  
４０，３１９千円  

令和８年度  

予算額  
５２，４０６千円  

 

４－２－⑤学校評価システムの改善・充実  

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

学校評価の

評価項目や

実施手法の

見直し 

取組み 

内容  

「学校評価システム」の改善に向け、学校評価の評価項目や実施手法を見直すとともに、

各校及び「学び舎」の教育課程編成に反映させるなど、更なる評価の活用を通じて、各

校の教育活動の充実に向けた取組みを推進する。 

 

令和７年

度の成果  

各学校が、自らの教育活動その他の学校運営について、目指すべき目標を設定し、その

達成状況や達成に向けた取組の適切さ等について評価することにより、学校として組織

的・継続的な改善に取り組んだ。また、学校関係者評価等アンケートの設問を学校ごと

に設定できるようにし、より各学校の運営状況に応じた評価が可能となった。各学校が、

自己評価及び保護者や地域の方々などの学校関係者等による評価を実施し、その結果

等の公表・説明することにより、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、地域の方々

等から理解と参画を得て、学校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを推進するこ

とができた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

各学校は、学校関係者評価の結果等を踏まえて、学校に対する支援や条件整備等の充

実を図り、さらなる教育の質の向上を図っていく必要がある。令和８年度からは、「学校

評価委員会」「学校運営委員会」「学校支援地域本部」を統合した学校運営協議会で、

学校関係者評価を行う。 

 

令和７年

度決算額  
６，６６１千円  

令和８年度  

予算額  
４－２－①（※１）に含む  

< 学校からの意見など ＞  

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

区立小・中学校における「学校」と「地域」が連携した取組みについては、共働き世帯の

増加や高齢化の進展、コロナ禍等の社会状況の変化によって、学校運営委員会、学校支援

地域本部、学校協議会などの既存の仕組みが形骸化し、一部の地域では、学校と地域のつ

ながりの希薄化が見られた。 

これらの状況を踏まえ、令和７年度に既存の仕組みの整理・統合を図り、これまで以上に

学校と地域が協働して地域全体で子どもたちを育むことができる持続可能な体制を整え

た。 

今後は、子どもを中心に保護者や地域住民が集い、関わり合いを生み出すことができる

学校の特性を生かし、ＰＴＡや各団体等とも連携しながら「地域のコミュニティづくりに貢献

できる学校」を目指していく。 

 

12



 

取組み項目４－３  生涯学習・社会教育の充実  

№１８（取組み項目４－３）  生涯学習・社会教育の充実  

所  管  課  中央図書館、生涯学習課  

現
状
と
課
題 

人生１００年時代の到来やＤＸの急速な進展など社会状況が急激に変化する中、ウェルビーイン

グの実現のためには、住民主体で地域課題に対応できるよう、区民の誰もが地域社会に参加

し、学び合い・育ち合う環境の整備が必要です。 

各種講座の実施やリカレント教育に関する情報提供に加え、図書館や文化財をはじめとする地

域資源の更なる活用を促すことなどによる学びの場の提供とともに、地域団体の活性化や人材

育成を支援するなど、社会参加を支える基盤の再整備が求められています。 

【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】  

 

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  
 
 

４－３－①知と学びと文化の情報拠点としての図書館の充実  【重点取組み】   

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

切れ目ない

読 書 支 援

の取組み 

取組み 

内容  

乳幼児から小学生、中学生、高校生そして大人へと読書機会が続くように子どもの成

長段階に応じて、大人までの切れ目ない読書支援に取り組む。 
 

令和７年度

の成果  

ブックリストを手軽に見られるよう、学習用タブレットに電子版にアクセスするＷｅｂクリ

ップを追加した。一部図書館で子どもたちの生活パターンを踏まえ年齢別のおはなし会

の開催日時を見直し参加機会を増加させるとともに、保護者向け絵本講座を開催し、

親世代に対し子どもの読書の重要性を伝えた。読書リーダーは行事保険の契約内容を

見直して年度途中の参加を可能としたことで友人を連れて参加するケースがあるなど、

参加人数の拡大につなげた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

図書館の調査では、本を読まない層に理由を尋ねたところ、「文字を読むのが苦手だか

ら」の回答が３割以上を占めた。読書に苦手意識を持つ子どもに向け、多彩なジャンル

の本を紹介するブックリストの作成、興味関心に沿った事業実施、アクセシブルな電子

書籍の活用を検討する。 

 

令和７年度

決算額  
２，５３４千円  

令和８年度  

予算額  
３，３０５千円   

電 子 図 書

の 蔵 書 数

（累計）  

取組み 

内容  
15,000 冊  １６，５００冊  １８，０００冊  １９，５００冊  ２０，０００冊   

実績  16,６９６冊  １７，１１３冊         

令和７年度

の成果  

多彩なジャンルのコンテンツを収集するとともに、旅行ガイドや料理レシピ本など利用頻

度の高いジャンルを重点的に収集して蔵書数を増加させた。また、電子書籍の特性を

活かしたオーディオブックやクラシック音楽の配信サービスを導入することで、区民の多

様な要望に応えた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

利用期間または回数に上限が設定されているコンテンツが多く、上限到達後の継続利

用には再契約による費用負担が生じるため、その要否を見極めたうえで点数の増加に

も努める。児童向けは、学習用タブレットの利用も想定しており、学校現場の意見を踏

まえ収集を検討する。 

 

令和７年度

決算額  
１１，８３９千円  

令和８年度  

予算額  
１２，６７２千円   

電子書籍

貸出数  

取組み 

内容  
23,000 回  ２６，０００回  ３２，０００回  ３８，０００回  ４４，０００回   

実績  2５，０５１回  ２８，６０６回         

令和７年度

の成果  

貸出状況を分析し、利用頻度の高いジャンルを重点的に収集することで、サービス全体

の魅力度向上に努めた。また、世田谷区に関する地域情報や、子どもたちが作成した絵

本を独自コンテンツとして公開することにより、サービスへの関心の向上を図った。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

電子書籍サービスの認知度が低いことから、広報方法の検討を行うとともに、令和８年

度から区立小・中学校に在籍する全児童生徒へ利用者ＩＤを配布することを踏まえ、学

校での活用促進に向け、関係機関との連携を進める。貸出点数の増加については、利

用者ニーズを含め検討を継続する。 

 

令和７年度

決算額  
１１，８３９千円  

令和８年度  

予算額  
１２，６７２千円   
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４－３－①知と学びと文化の情報拠点としての図書館の充実  【重点取組み】   

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

非来館型図

書館サービ

スの取組み 

取組み 

内容  

図書館ブックボ

ックスのモデル

実施、評価、検

証  

図書館ブックボッ

クスの今後の方向

性検討、新たな取

組み実施  

図書館ブックボッ

クスの取組み実

施  

図書館ブックボッ

クスの取組み実

施  

図書館ブックボ

ックスの取組み

実施  

 

実績  
貸出数  

６，７６１冊  

貸出数  

８，１６２冊  
       

令和７年度

の成果  

これまでの下北沢駅のブックボックスに加え、令和７年１１月に２台目となるブックボッ

クスの運用を烏山区民センター１階にて開始するとともに、経堂図書館、梅ヶ丘駅にも

設置した（運用開始は令和８年４月）。また、玉川総合支所と砧総合支所に返却用のブ

ックポストを設置し、利便性の向上を図った。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

引き続き、非来館型図書館サービスの拡充のため、ブックボックスの設置を進めて行

く。また、現在のブックボックスは、近隣にある図書館の職員がボックスまで資料を運

び、投函している。今後、近隣に図書館がない場所にブックボックスを設置していくため

には、資料を搬送する仕組みを新たに構築する必要があるため、令和８年度に配送の

仕組みを検討する実証実験に取り組む。 

 

令和７年度

決算額  
３１，３９６千円  

令和８年度  

予算額  
２６，７００千円   

基本機能

の拡充  

取組み 

内容  

区立図書館としての公共性や専門性を維持するため、資料収集・提供やレファレンス機

能などの基本機能の拡充に取り組む。 
 

令和７年度

の成果  

資料収集の充実に努めるとともに、オンラインデータベースを使用できる図書館を２館

から３館に増やした。職員のレファレンス機能向上については、従来の図書資料による

レファレンスに加え、インターネットを活用した情報検索研修を複数回実施し、窓口等で

すぐに実践できる技術を身につけた。また、令和８年２月にリニューアルオープンした梅

丘図書館では、区内初の自動返却機による返却や予約資料の自動貸出機による貸出

を開始し、利便性の向上と業務の効率化によるレファレンス機能の向上を図った。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

レファレンス機能拡充に向けては、引き続き、職員の能力向上やサービスの周知、オンラ

インデータベース提供館の増加に努める。また、現在、見直しを進めている、図書館にお

ける資料収集指針については、現行の紙媒体の図書資料のみでなく、電子書籍やネット

ワーク情報の扱いについても追加する予定であり、継続して取り組んでいく。  

梅丘図書館に設置した自動返却機や予約資料自動貸出機等の新たな機能について

は、今後の運用状況等を踏まえ他館での設置について検討を進める。 

 

令和７年度

決算額  
１７６，８３０千円  

令和８年度  

予算額  
１８４，６０２千円   

４－３－②地域での生涯学習事業の推進【重点取組み】  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

区民企画

講座  

（各年度上半

期に企画会、

下半期に３～

５回の講座を

実施する）  

取組み 

内容  

総合支所ごと

に実施  

総合支所ごとに

実施  

総合支所ごとに

実施  

総合支所ごとに

実施  

総合支所ごとに

実施  
 

実績  各支所  年１回  各支所  年１回         

令和７年度

の成果  

区民企画講座では、各支所のテーマ「呼吸のチカラ」 「余暇を愉しむ―健康寿命の秘

訣」「つながるってちょっといい」「私の大丈夫力ＵＰ」 「つなぐ・つながる」に沿って、区

民企画員が地域の暮らしに根差した講座を主体的に立案・実施できた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

今後は、社会的課題や暮らしの課題を“自分ごと化”して学び・行動に結びつける仕掛

けの強化とともに、忙しい就労層・子育て・介護中の世代や外国籍住民など、まだ十分

に届いていない層への参加促進を図る。 

 

令和７年度

決算額  
各総合支所予算にて対応  

令和８年度  

予算額  
各総合支所予算にて対応   
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４－３－②地域での生涯学習事業の推進【重点取組み】  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

生涯学習

セミナー 

（各年度６～

１１月に、１３

～１５回の講

座などを実施

する）  

取組み 

内容  

総合支所ごと

に実施  

総合支所ごとに

実施  

総合支所ごとに

実施  

総合支所ごとに

実施  

総合支所ごとに

実施  
 

実績  各支所  年１回  各支所  年１回         

令和７年度

の成果  

これからの生きがいづくりと仲間づくりを目的に、各支所それぞれの特性を交え趣向を

凝らしたプログラム（１３～１６回）を展開することができ、受講者から好評を得た。ま

た、セミナー修了後は、地域で活動する自主的なサークル活動へと発展することができ

た。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

今後は、人生１００年時代を見据え、生きがいの創出や、学びの成果を地域の担い手と

して生かして社会に貢献できる活動へつなげるプログラムの検討を進める。併せて、セ

ミナー修了後の自主的な活動が継続できるよう、定期的な情報提供や自主サークル間

の連携を促す情報交換会の開催など、継続的に行う。 

 

令和７年度

決算額  
各総合支所予算にて対応  

令和８年度  

予算額  
各総合支所予算にて対応   

４－３－③郷土を知り次世代へ継承する取組み【重点取組み】  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

文 化 財 標

識 板 の 修

正・更新  

取組み 

内容  
１５か所  １５か所  全標識板の総点検  

次 年 度 以 降 の 修

正・更新計画策定  
修正・更新   

実績  １３か所  １０か所         

令和７年度

の成果  

１０か所について修正・更新を実施した。計画していた残りの５か所の内、４か所は所

有者の希望で更新せず、1か所は所有者から実施時期について希望があり次年度以降

に繰り越しとなった。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

３年計画で修理を予定した標識板への対応は、繰り越し分を除き完了した。今後も老

朽化等の状態の把握が課題であり、定期的な点検及び改修を実施する。 
 

令和７年度

決算額  
１，３２０千円  

令和８年度  

予算額  
１，４７８千円   

デジタルミ

ュージアム

動画コンテ

ンツ数（累

計）・システ

ム運用  

取組み 

内容  

１６本  

現行システムの

運用  

１８本  

現行システムの

評価・検証  

２０本  

新たな技術等を

踏まえた運営方

法の検討  

２２本  

新システムの要件

定義の検討  

２４本  

新システムへの

改修  
 

実績  15 本  １７本         

令和７年度

の成果  

令和７年度の実績は、計画どおり２本（須賀神社の湯花神事記録動画、旧小坂家住宅

紹介動画）の動画を作成できた。 
 

課題と 

今後の 

方向性  

未指定のものを含め、有形・無形の幅広い文化財を対象に新規の動画コンテンツを着

実に増やすとともに、次期システム改修に向け、現行システムの課題整理や類似システ

ムとの比較など検討を進める。 

 

令和７年度

決算額  
９３５千円  

令和８年度  

予算額  
９９０千円   

文 化 財 ボ

ランティア

の 育 成 講

座数  

取組み 

内容  
５回  ５回  ６回  ７回  ７回   

実績  ５回  ５回         

令和７年度

の成果  

登録済みボランティアへのフォローアップ講座を３回、新規ボランティア候補者へ、文化

財保護制度や解説の基礎知識を学ぶ養成講座を２回実施した。養成講座の結果、継

続・新規合わせて７１名のボランティアを登録することができた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

ボランティアの登録者数を増やし、活動内容を充実させるため、新規登録者の募集及

び養成講座を実施するとともに、登録済みボランティアへのフォローアップ講座を実施

する。また、新たな活動場所の選定に向け、検討を進める。 

 

令和７年度

決算額  
５８千円  

令和８年度  

予算額  
１８２千円   
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４－３－④社会教育の充実【重点取組み】  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

地 域 団 体

への支援  

取組み 

内容  

地域団体からの相談に応じて、組織や活動の活性化、人材育成などに関することを支

援する。 
 

令和７年度

の成果  

社会教育関係団体講師派遣事業（令和７年度実績：７３件）により、各団体の活動を

支援した。また、教育委員会と各団体の共催事業として、区民文化祭（年１２回）、総合

文化祭（年１回）を開催することにより、団体の活動活性化や人材育成に繋げた。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

講師派遣事業を活用する団体が年々減少（令和６年度実績：７８件）しているため、追

加募集の実施時期等を変更し、周知方法についてはＳＮＳの活用やチラシのデザイン・

内容等について検討する。また、区民講師を育成している他自治体の例などを参考

に、現行の社会教育関係団体支援事業の改善策を検討する。 

 

令和７年度

決算額  
６，１２９千円  

令和８年度  

予算額  
７，４５５千円   

共創の実践  

取組み 

内容  

学校を基点に保護者や町会・商店会、地域団体等が連携し、新たな活動を作り出す  

＜共創＞を実践できるよう、連携・協働の成功事例となる団体をパネリストにしたシン

ポジウムを実施するなど、地域コミュニティづくりに取り組む。 

 

令和７年度

の成果  

北沢エリアで活動する団体から報告者を選定して実施し、第２部では来場者をグルー

プに分け、グループディスカッションを行った。これにより、学校・保護者・町会・地域団

体など多様な立場が交わる対話が生まれ、地域の共通課題の整理や次につながる連

携の糸口が生まれるなど、双方向の「共創」のプロセスが一歩進展した。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

参加者数は前年度より少なく、依然として関係者中心の参加に偏りが見られたことが

課題である。今後は、広く区民の関心と参加を得るために、開催内容と周知の見直し

を具体化する。具体的には、区報、学校経由すぐーる、ＳＮＳなどの多面的な広報、休

日・夕方帯の設定等による参加しやすさの向上、テーマを身近で魅力的にする工夫を

行う。 

 

令和７年度

決算額  
１３８千円  

令和８年度  

予算額  
２５７千円   

４－３－⑤青少年教育の推進  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

参加・参画

できる環境

整備の充実  

取組み 

内容  

子どもの権利条約やこども基本法を踏まえ、子ども・若者が安心して学べる機会や

地域の活動に参加・参画できる環境整備の充実を目指す。 
 

令和７年度

の成果  

青少年委員への個別の指導助言と月１回の委員全委員が集まる全体会を通じて、子

どもの権利条約や区の子ども権利条例およびパンフレットを周知した。その結果、子ど

も・若者の意見を聴き取り、活動に反映する取り組みも定着してきた。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

青少年委員の経験の差による取り組みのばらつきや、委員交代による継続性の確保、

地域団体の理解度の差、子ども・若者当事者の参画と質の充実が課題である。今後

は、青少年委員の活動状況に応じた伴走型の指導助言と実践事例の横展開を一層進

め、定期的な会合を通じて情報共有を図る。 

 

令和７年度

決算額  
８，６９９千円  

令和８年度  

予算額  
１０，１３４千円   

体 験 活 動

の 機 会 の

拡充  

取組み 

内容  

青少年育成団体・企業・ＮＰＯ・学校等と連携して実施する事業に児童・生徒の声を反

映させて見直しながら、子ども・若者の体験活動の機会の拡充を図る。 
 

令和７年度

の成果  

参加団体や子ども・若者の声を反映した見直しを試行・継続的に行ったことで、会場

運営やステージ運営が改善し、参加者満足度と次回参加意向が向上した。  
 

課題と 

今後の 

方向性  

今後は、まつりへの子どもの参加及び多くの来場の子ども・若者の声を拾い上げられ

るよう、共催の実行委員会と改善策を検討する。 
 

令和７年度

決算額  
２２，９７０千円  

令和８年度  

予算額  
３２，３１５千円   
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４－３－⑥福祉教育の推進  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

ライフステ

ー ジ を 通

し た 学 習

機 会の充

実  

取組み 

内容  

障害のある人の生涯学習を支援し、より豊かな人生を送れるよう「いずみ学級」「けやき

学級」「たんぽぽ学級」の事業内容を学級生の意見を聞きながら見直し、ライフステージ

を通した学習機会を充実する。また、多くの団体等との連携により、運営にかかるボラン

ティアの育成や運営手法の検討に取り組む。 

令和７年度

の成果  

知的障害者を対象とする「いずみ学級」においてはコロナ禍以降、活動支援ボランティア

である学級主事の参加者数確保を課題としてきたが、一定の改善が見られたことから、

６年振りとなる宿泊学習会を実施し、参加した学級生・学級主事から好評を得た。なお、

「けやき学級」、「たんぽぽ学級」においても概ねコロナ禍以前の活動状況に回復してい

る。また、令和６年度に導入した世田谷中学校の行動量に応じた３クラブ制は異論なく

受け入れられており、令和８年度の登録にあたっては、各クラブの特徴を説明する資料も

加え、学級生の選択を支援している。 

 

課題と 

今後の 

方向性  

「いずみ学級」学級生および学級主事の高齢化が見られ、若い参加者との運動量や嗜好

の違いから全体活動に配慮が必要である。学級主事の募集・定着に引き続き取り組みつ

つ、活動内容の工夫を重ねていく。また、障害者の社会参加と地域における障害理解促

進のため、活動に地域団体が関与するプログラムを設ける。 

 

令和７年度

決算額  
４，０３２千円  

令和８年度  

予算額  
６，８８８千円   

< 学校からの意見など ＞  

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

電子図書の蔵書・貸出数が目標を上回るとともに、ブックボックスの増設や梅丘図書館

における利便性向上の新たな取り組み、デジタルミュージアム動画コンテンツの作成や文化

財ボランティアの新規獲得など、サービス向上に向けた取り組みを進めることができた。  

区民講座や生涯学習セミナー、障害者の宿泊学習会等の各種講座・イベントを通して、

社会教育や青少年教育、福祉教育および各団体支援に取り組んだ。  

令和８年度からは、電子書籍サービスの認知度向上に向けた区立小・中学校の全児童生

徒への利用者ＩＤ配布や、ブックボックスの新たな配送の仕組みを検討する実証実験を行

う。 

各種講座・イベントへの新たな利用者層の参加促進に向け、取り組み内容を工夫するな

ど、各地域団体への支援の充実を図る。  

今後も多様なニーズに合った取り組みや情報提供を行い、区民の人材育成・発掘や社会

参加を促し、地域団体の活性化を図るとともに、生涯に渡り学習できる場や機会の提供・

充実に取り組んでいく。 
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取組み項目４－４  地域の教育力の活用  

№１９（取組み項目４－４）  地域の教育力の活用  

所  管  課  事業推進担当課、地域学校連携課  

現
状
と
課
題 

本区は、区立小・中学校に学校運営委員会を設置し、地域に開かれた学校づくりを進め、地域と

ともに子どもを育てる教育を推進してきました。その中で、地域や高校、大学、企業等と連携し

た教育活動の充実を目指して実施してきました。 

しかし、高校や大学、地域、企業等と連携して教育活動を実施する場合、窓口役を担う地域コー

ディネーターの設置に関し、各学校でばらつきがあること、また、後継者の育成、協働活動を統

括するコーディネーターの人材不足などが課題となっています。 

【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】  

 

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  
 
 

４－４－①高校・大学・企業等との連携の推進  【重点取組み】   

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

連携事業

の実施  

取組み 

内容  
連携先の拡充  

連携先の拡充  
業務委託（企画・

運営・広報）を検討  

業務委託  

（企画・運営・広報） 

業務委託  

（企画・運営・広報） 

業務委託  

（企画・運営・広報） 
 

実績  連携先の拡充  

連携先の拡充  

業務委託（企画・

運営・広報）  

       

令和７年度

の成果  

教育総合センターがハブとなり、企業や団体、大学・高校、地域の専門家等と学校との連

携を推進していくなかで、金融機関やスポーツチーム、大学の研究室等との連携により学

校への出張授業等を行った。さらに、東京大学先端科学技術研究センターとの連携を進

め、新たな学校外の学び体験事業「LEARN in SETAGAYA」を初めて実施するなど、

教育リソースとの連携により子どもたちの学びを充実することができた。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

「LEARN in SETAGAYA」では、令和８年度に新たにガバメントクラウドファンディング

を実施して多くの方々の賛同を得ながら、子ども向け・保護者向け・教員向けプログラム

の実施回数を増やすこととしており、「まち全体を学びの場」とする連携を、学校内外で

充実させていく。 

 

令和７年度

決算額  
２，００５千円  

令和８年度  

予算額  
４，０７７千円   

ハローキャ

リアワーク

の実施  

取組み 

内容  
２４回  

２４回  
業務委託（企画・

運営・広報）を検討  

業務委託  

（企画・運営・広報） 

業務委託  

（企画・運営・広報） 

業務委託  

（企画・運営・広報） 
 

実績  ３１回  ２９回         

令和７年度

の成果  

区内外の企業や専門学校、団体、区経済産業部等との連携により、あらたに５つの協力

先とのプログラムを実現するなど、より業種の幅を広げ、当初計画を上回る回数を実施

することができた。また、１プログラムの講座回数・時間を見直し体験機会を増やすなど

の工夫を行い、参加者数及びのべ応募者数も前年度以上の実績となった。  

 

課題と 

今後の 

方向性  

参加者の満足度が高く、のべ応募者も年々増加していることから、協力企業の業種やプ

ログラムのさらなる充実を図る。企画・運営・広報にかかる業務委託化については、メリ

ット・デメリット及び費用対効果等から検討したが、令和８年度からの委託化は見送るこ

ととし、庁内各部との連携をより強化しながら取組みを推進する。 

 

令和７年度

決算額  
１１千円  

令和８年度  

予算額  
２００千円   

４－４－②中学校部活動の地域移行の推進※再掲１－７－③を参照  
 

４－４－③中学校部活動の地域連携の強化※再掲１－７－④を参照  
 

４－４－④新・才能の芽を育てる体験学習の充実※再掲３－５－④を参照  
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< 学校からの意見など ＞  

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

区には、多くの大学・高校のほか、外郭団体、地域のクラブ、住民や学生などの人材、社

会貢献に意欲的な区内外の企業など、教育を取り巻く様々なリソースが関わっている。そう

した教育リソースとともに地域で子どもを育てる「まち全体が学びの場」となるよう、各取

組みの実績を積み上げながら、連携をコーディネートする人材を地道に増やしていくなど、

連携の輪を広げ地域とともに子どもの学びを支え、充実させていく。  
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取組み項目４－５  地域社会との協働  

№２０（取組み項目４－５）  地域社会との協働  

所  管  課  地域学校連携課  

現
状
と
課
題 

総合型地域スポーツ・文化クラブは、学校を主な活動拠点として、スポーツや文化活動を通じて

様々な世代が集う地域コミュニティの場となっています。 

総合型地域スポーツ・文化クラブと学校が連携して、持続的に地域でスポーツや文化活動を楽

しむ環境を構築することが求められています。 

【教育振興基本計画の「現状と課題」より転記】  

 

 

 

 

 

＜  各施策の進捗状況（５年間の取組み内容及び令和７年度の実績・成果）  ＞  
 
 

４－５－①総合型地域スポーツ・文化クラブによるスポーツ・文化活動の促進  
 

  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  
 

新規設立

の支援  

取組み 

内容  

１箇所  

設立・活動支援  
設立・活動支援  設立・活動支援  

１箇所  

設立・活動支援  
設立・活動支援   

実績  １箇所設立  
新規設立なし  

１０箇所活動支援  
       

令和７年度

の成果  

令和７年度は、新たな総合型地域スポーツ・文化クラブの設立はなく、設立に向けた動

きもなかった。 
 

課題と 

今後の 

方向性  

今後の地域展開に向け、受け皿となる団体の活性化や支援が必要である。引き続き、総

合型地域スポーツ・文化クラブやスポーツ振興財団の賛助団体との連絡会等の機会を

捉えた連携を密に行うことで、新規設立に向けた動きがあった際は、適切に支援してい

く。 

 

令和７年度

決算額  
６５１千円  

令和８年度  

予算額  
８２７千円   

< 学校からの意見など ＞  

 

< 取組み項目の現状と課題に対する総括  ＞  

身近な場所で、世代を超えて、誰でも気軽にスポーツや文化活動を楽しめるよう、地域ス

ポーツや地域コミュニティの中心としての役割を担う団体を支援してきた。引き続き、そう

した団体活動への支援を行っていく。また、団体運営にあたって人材確保等の課題に対応

するため、社会の変化に即した新たな運営手法等について、各団体相互の情報共有を行う

など、教育委員会が助力していく必要がある。  

部活動地域展開については、令和８年度からの「（仮称）世田谷区立中学校部活動地域

展開協議会」での検討を踏まえつつ、地域クラブとしての活動の幅を広げていけるよう、提

案・支援を行っていく。 
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